
令和2年12月21日

大　　阪　　府

≪摘要欄≫　　○：ほぼ要望どおり措置等の見込み　△：一部措置等される見込み　×：措置等されない見込み

予算等の措置状況 摘要 措置状況に対する府の考え方
＜関空の検査体制強化＞
□　８月から、唾液抗原検査の実施と必要な機器の導入が図られ
るなど、検疫所における検査体制の強化が図られている。また、
引き続き機能強化等の予算が措置された。（Ｒ２補９１４億円の内
数、Ｒ３当９１億円の内数）
＜陽性者隔離のための入院病床確保＞
□　８月から陽性者の隔離のため宿泊療養（ホテル借り上げ）が
開始され、近畿圏の入院病床を使用することなく療養がなされて
いる。
＜出国時における陰性証明の相互承認＞
□　１０月から海外渡航者新型コロナウイルス検査センター
（TeCOT）の運用が開始し、ビジネス目的での海外渡航する場合
には、本センターを活用し円滑に検査を実施できる体制となった。

△

＜関空の検査体制強化＞
◇　今後の検疫体制を注視し、必要に応じて国に求めていく。
＜陽性者隔離のための入院病床確保＞
◇　入院病床の拡充、宿泊療養の充実に向け、引き続き、国に求
めていく。
＜出国時における陰性証明の相互承認＞
◇　水際での厳格な検疫体制の確保を前提とした相互承認の進
展について、各国との協議状況を注視していく。

＜感染症対策の取組みの検証、第二波の予測分析＞
□　国の専門家会議や分科会において、感染状況や有効な対策
等について適宜検証のうえ提示されている。
＜業種別ガイドラインの見直し＞
□　業種別ガイドラインも１２月に更新されるなど、見直しが行わ
れている。

○

◇　今後の感染状況などを踏まえつつ、感染拡大の防止と経済活
動の維持の両立に向けた有効な対策等について、必要に応じて
国に求めていく。

＜新型インフルエンザ等特別措置法等の改正＞
□　特措法について、必要な見直しを迅速に行う旨の発言が総理
会見等でなされるなど、改正に向けて検討を進める方針が示され
ている。
＜ワクチン・治療薬の早期実用化に向けた支援＞
□　ワクチン・治療薬の研究開発支援等に関する予算が措置され
た｡（Ｒ２補２，４８１億円）

△

＜新型インフルエンザ等特別措置法等の改正＞
◇　都道府県知事への権限付与、医療関係者への損害補償等の
適用など、引き続き、国に求めていく。
＜ワクチン・治療薬の早期実用化に向けた支援＞
◇　令和２年４月１７日に大阪府・市、大阪大学、公立大学法人大
阪、府市の病院機構との間で締結した連携協定に基づき、大学の
研究シーズを病院につなぐ橋渡しを行い、ワクチン開発等を後押
ししていく。

国の施策並びに予算に関する最重点提案・要望　政府予算案について

◇大阪府では、令和２年７月に、新型コロナウイルスの感染拡大の防止と社会経済活動の維持の両立及びウイズコロナ・ポストコロナにおける大阪の再生・復活に向け
た必要な予算確保をはじめ、制度の改正や拡充等の提案・要望を関係省庁に対して行ってきたところです。こうした提案・要望に対して、令和２年１２月２１日に閣議決定
された令和３年度予算案や、３次にわたる令和２年度補正予算にどのように反映されているのか、現時点での主な措置状況を取りまとめましたので、ご報告させていた
だきます。
　下表は、本年７月に行った「国の施策並びに予算に関する最重点提案・要望」の中から主な項目を抽出し、予算等の措置状況と府の考え方をまとめたものです。なお、
詳細については、別紙「国の施策・予算に関する提案・要望に係る政府予算案（一覧表）」をご参照ください。

１．コロナ第二波に備えた対策

≪水際対策の強化≫

≪コロナと共存する社会づくり≫

≪第二波に備えた環境整備≫

要望・提案事項
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予算等の措置状況 摘要 措置状況に対する府の考え方要望・提案事項
＜事業活動の下支え・経営改善への支援＞
□　持続化給付金・家賃支援給付金・資金繰り支援等事業活動の
維持に向けた予算が措置された｡（Ｒ２補２２兆８，８７４億円、Ｒ３
当８８７．２億円）
□　経営相談体制の機能強化や高機能換気設備等の導入支援
等事業活動の向上、新たな生活様式の実践に向けた予算が措置
された｡（Ｒ２補１兆１，８９４億円、Ｒ３当４６．４億円）
＜サプライチェーン再構築に向けた支援＞
□　サプライチェーン再構築のための投資促進や多元化支援等
に係る予算が措置された｡(Ｒ２補５，５４９．７億円）
＜デジタル化、テレワークの推進に向けた対策＞
□　行政手続きのオンライン化に係る地方公共団体での実証実
験を行う予算や、地域におけるキャッシュレス導入支援等の予算
が措置された。(Ｒ２補８６５億円、Ｒ３当１１．７億円）
□　令和２年１２月８日の閣議決定において、全ての行政手続きを
対象として、手続きの見直し及び法改正を要するものは次期国会
へ法律案を提出することなどが示された。
□　行政や企業におけるテレワークの環境整備などに係る予算が
措置された。（Ｒ２補４,１３５億円、Ｒ３当６３．１億円）

△

＜事業活動の下支え・経営改善への支援＞
◇　国制度の周知に努めるとともに、 引き続き府内中小企業の事
業継続支援に努める。
◇　引き続き、府内中小企業の事業継続支援に努めるとともに、
業務用施設等の脱炭素化を促進するための支援制度の拡充など
を国に求めていく。
＜サプライチェーン再構築に向けた支援＞
◇　コロナ禍の影響で毀損したサプライチェーンの再構築は、府
内中小企業にとって喫緊の課題であることから、引き続き、国に求
めていく。
＜デジタル化、テレワークの推進に向けた対策＞
◇　府民の生活の質（QoL）の向上と内部管理業務の効率化を目
指し、引き続き３つのレスや行政手続きのオンライン化に向けた
取り組みを進めていく。
◇　働き方改革や新型コロナウイルス感染症対策として有効なテ
レワークの促進・定着に向けて必要な支援を、引き続き、国に求
めていく。

＜需要喚起対策の実施＞
□　商店街の需要喚起に係る予算が措置された。（Ｒ２補８１億
円）
□　舞台芸術等の活動自粛を余儀なくされた文化芸術・スポーツ
関係者・団体に対して、直面する課題を克服し、活動の継続に向
けた積極的取組等に必要な経費を支援するための予算が措置さ
れた。（Ｒ２補５０９億円）
□　舞台芸術やメディア芸術の各分野の特性を活かした新しい鑑
賞環境の確立などの収益力確保・強化の取組を実践するための
予算が措置された。（Ｒ２補５０億円）
＜観光需要の創出等への取組みに対する中長期的な支援＞
□　国内旅行需要の本格的回復に結びつけるための予算が措置
された｡（Ｒ２補１兆３１１億円）。
＜文化芸術、スポーツ振興等の取組みに対する中長期的支援＞
□　予算は措置されているが、中長期的な視点に立った支援内容
となっているか不明。

△

＜需要喚起対策の実施＞
◇　国制度の周知に努めるとともに、引き続き府内商店街の需要
喚起支援に努める。
＜観光需要の創出等への取組みに対する中長期的な支援＞
◇観光需要の本格的な回復に向けた対策について、引き続き、
国に求めていく。
＜文化芸術、スポーツ振興等の取組みに対する中長期的支援＞
◇コロナによって影響を受けている業種・事業者への中長期的な
支援策の充実について、引き続き、国に求めていく。

□ 雇用調整助成金受給額の上限引き上げや特例措置の延長な
ど、雇用の維持・継続のための予算が措置された。（Ｒ２補３兆３４
７億円、Ｒ３当８，９１８億円） △

◇　悪化する雇用情勢を踏まえ、雇用の維持や雇用の創出に向
けた取組みが図られるよう、引き続き、国に求めていく。

２．コロナ禍の下での経済活動の維持・雇用
の創出・府民生活の支援

≪事業活動等の推進への支援≫

≪需要喚起対策の実施≫

≪雇用の維持・創出≫
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予算等の措置状況 摘要 措置状況に対する府の考え方要望・提案事項
＜生活福祉資金の貸付けなどのセーフティネット対策＞
□　生活福祉資金の特例貸付、住居確保給付金等生活困窮者に
対する支援策が措置され、令和３年３月末までの期間が延長され
た。（Ｒ２補１兆１，８４５億円、Ｒ３当５５４億円の内数）
＜相談窓口等の充実・強化への支援＞
□　生活困窮者（Ｒ２補６５億円、Ｒ３当５５４億円の内数）や児童
虐待・ＤＶ被害者のための相談窓口（Ｒ２補２，２５６億円、Ｒ３当
１，７４１億円）等の充実・強化に係る予算が措置された。
＜福祉サービスを安定的に提供できる体制の構築＞
□　介護事業者へのかかり増し経費補助や施設の感染防止対策
に係る費用補助などの予算が措置された｡（Ｒ２補１０９億円＋基
金４６７億円の内数、Ｒ３当基金４１２億円の内数）
□　保育の受け皿整備・保育人材の確保等に要する予算及び子
ども・子育て支援新制度の着実な実施に要する予算が措置され
（Ｒ３当３兆３，０２１億円）、保育所等におけるマスク購入等の感
染拡大防止対策に係る支援に要する予算が措置された｡（Ｒ２補２
２５億円）
＜人権相談体制の充実及び差別や偏見をなくす啓発の促進＞
□　感染症を始めとする様々な人権問題の解消に向けた人権擁
護活動の強化にかかる予算が措置された。（Ｒ２補０.９億円、Ｒ３
当３６億円）

△

＜生活福祉資金の貸付けなどのセーフティネット対策＞
◇　新型コロナウイルス感染症の影響を受けた生活困窮者への
施策の拡充と、必要な予算の措置について、引き続き、国に求め
ていく。
＜相談窓口等の充実・強化への支援＞
◇　今後も新型コロナウイルス感染症の影響を受けた活困窮者
や児童虐待、ＤＶ被害等への相談体制強化に向け、引き続き、国
に求めていく。
＜人権相談体制の充実及び差別や偏見をなくす啓発の促進＞
◇　感染者やその家族、医療機関、福祉施設等の職員に対する
人権相談体制の充実及び差別や偏見をなくす啓発の促進を、引
き続き、国に求めていく。

＜教員配置への支援＞
□　３密対策や習熟度別学習の実施など、子どもの学びを保障す
るための教員加配等への予算が措置された。（Ｒ２補５５１億円、
Ｒ３当７８億円）
＜ＧＩＧＡスクール構想の実現や環境整備対策への支援＞
□　GIGAスクールにおける人的支援・学びの充実・通信環境整備
についての予算が措置された。（Ｒ２補２，４７７億円、Ｒ３当４３億
円）

△

◇　子どもの学習機会の確保や学校教育活動におけるICT活用
等の加速化に向け、引き続き、国に求めていく。

＜防災・減災対策への更なる支援＞
□　防災・安全交付金に係る予算が措置された｡（１兆２，７８６億
円（令和２年度補正予算含む））
＜３か年緊急対策や緊防債の延長＞
□　「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」が閣議
決定され、令和３年度～７年度までの間、事業規模は概ね１５兆
円程度を目途。
□　「緊急防災・減災事業債」についても令和７年度まで延長され
た。

△

◇ 防災・減災対策推進のために必要な予算額の確保に向け、引
き続き、国に求めていく。

≪府民生活を守るｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ対策の充実≫

≪子どもたちの学習機会の確保≫

≪災害対応力の強化・安全安心の確保≫
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予算等の措置状況 摘要 措置状況に対する府の考え方要望・提案事項
＜地方創生臨時交付金＞
□　Ｒ２補４兆５，０００億円の予算が措置された。
＜包括支援交付金＞
□　Ｒ２補３兆６，８７１億円の予算が措置された。
＜地方消費税等の減収分に係る特例的な財源措置の創設＞
□　令和２年度限りの措置として、地方消費税等が減収補てん債
の対象税目に追加され、また、減収補てん債の対象とならない税
目や使用料・手数料の減収・減免額について、資金手当のための
地方債が創設される予定。

△

◇　感染拡大の防止や暮らしの支援、経済の再生に向けた取組
みを継続的に行えるよう、国に必要な財政措置を求めていく。

＜国の総力をあげた取組みの推進＞
□　大阪・関西万博の開催に向け、会場建設に係る予算等が措
置された｡（Ｒ３当２８．７億円）
＜スーパーシティ区域指定及び特措法改正等による規制緩和＞
□　ＡＩやビックデータ等を活用し、世界に先駆けて、未来の生活を
先行実現する「まるごと未来都市」を目指す「スーパーシティ」構想
の実現に向け、関係府省庁と連携し、選定都市における先端的
サービスの構築、データ連携基盤の整備、事業計画の作成支援
等を実施する予算等が措置された｡（Ｒ２補７億円、Ｒ３当３億円）。
＜夢洲へのアクセスの早期整備に向けた支援＞
□　淀川左岸線２期：大阪・関西万博開催時のアクセスルート利
用に向け、事業者である大阪市、阪神高速道路(株)において、仮
堤防工事及び道路本体工事を実施中。
□　淀川左岸線延伸部：事業者である国、西日本高速道路(株)、
阪神高速道路(株)において、調査設計や支障物件移設工事等を
実施中。

△

＜国の総力をあげた取組みの推進＞
◇　大阪・関西万博の成功に向け、引き続き、博覧会協会や国、
経済界などと協力し、開催準備に万全を期していく。
＜スーパーシティ区域指定及び特措法改正等による規制緩和＞
◇　夢洲地区等における「スーパーシティ」の区域指定を勝ち取る
べく、大阪市や経済界などと協力し、提案書を取りまとめていく。
＜夢洲へのアクセスの早期整備に向けた支援＞
◇　淀川左岸線２期：各事業者と連携し、早期完成に向け、一層
の事業推進に取り組んでいく。
◇　淀川左岸線延伸部：各事業者と連携し、早期完成に向け、一
層の事業推進に取り組んでいく。

□　対日投資促進アクセラレーションプログラムや、シード期の研
究開発型スタートアップの事業化支援、大学ファンドの創設を支援
する予算等が措置された｡（Ｒ２補５，０６４億円）
□　産学官一体となった科学技術・イノベーション達成に向けた推
進体制の強化等や、本格的産学官連携によるオープンイノベー
ションを推進するための予算等が措置された｡（Ｒ３当９３４．８億
円）

○

◇　国の関連予算の増額に加え、大阪は京阪神とともに「グロー
バル拠点都市」に選定されたことから、今後国のスタートアップ関
連施策が積極的に実施される。国の施策を最大限に活用し、社
会のニューノーマル対応を牽引するスタートアップの支援を強化し
ていく。

３．コロナ終息に向けて取り組む自治体への
支援

４．コロナ終息を見据えた経済の再生・復活

≪日本経済をけん引する大阪・関西万博の
着実な準備≫

≪世界をリードするイノベーションの促進≫
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予算等の措置状況 摘要 措置状況に対する府の考え方要望・提案事項
＜関空の就航路線の回復、機能拡張に向けた支援＞
□　空港機能強化の推進として、関西国際空港ターミナル1リノ
ベーション事業に財政投融資が措置された｡（Ｒ２補２，０００億円）
□　航空会社に対する支援として、空港使用料、航空機燃料税の
大幅な減免の実施を決定。
＜リニア、北陸新幹線の早期全線開業、駅位置の早期確定＞
□　スーパー・メガリージョンの形成及び効果の広域的拡大を促
進するための予算が措置された｡（Ｒ３当０．５億円）
□　北陸新幹線の環境影響評価等の円滑な実施及び新大阪駅
について、リニア中央新幹線、北陸新幹線等との乗継利便性の観
点から、結節機能強化を図るために必要な調査のための予算が
措置された｡（Ｒ３当１２．６億円の内数）
＜なにわ筋線整備、大阪モノレール延伸、新名神全線完成＞
□　なにわ筋線整備のための予算が措置された｡（Ｒ２補１９億円
の内数、Ｒ３当４９億円の内数）
□　大阪モノレール延伸のための予算が措置された｡（Ｒ２補１，１
５７億円の内数、Ｒ３当６，３１１億円の内数）
□　新名神高速道路：事業者である西日本高速道路(株)におい
て、八幡京田辺JCT・IC～高槻JCT・IC間の暫定４車線でのＲ５年
度末供用に向けて用地買収や工事等を実施中。さらに、暫定４車
線で整備中の大津JCT（仮称）～城陽JCT・IC、八幡京田辺JCT・
IC～高槻JCT・ICの区間を６車線化に整備計画変更し、財政投融
資を活用。

△

＜関空の就航路線の回復、機能拡張に向けた支援＞
◇　関空の需要回復に向けて、引き続き、国に働きかけていく。
＜リニア、北陸新幹線の早期全線開業、駅位置の早期確定＞
◇　リニア中央新幹線について、名古屋～新大阪間の早期着工
及び早期全線開業の実現に向けて、関係者と緊密な連携を図り
つつ、引き続き、国等へ求めていく。
◇　北陸新幹線について、敦賀～新大阪間の早期着工及び早期
全線開業の実現に向けて、関係者と緊密な連携を図りつつ、引き
続き、国等へ求めていく。
◇　新大阪駅について、まちづくりや利用者利便性等を考慮した
駅位置の早期確定に向け、引き続き、国等へ求めていく。
＜なにわ筋線整備、大阪モノレール延伸、新名神全線完成＞
◇　各事業者と連携し、早期完成に向け、一層の事業推進に取り
組んでいく。

□　令和２年1２月に基本方針が確定。
□　令和２年１２月の税制改正大綱において、IRに関する税制の
方向性が示された。
□　依存症対策の強化に係る予算が措置された｡（Ｒ３当９．４億
円）

○

◇　大阪・夢洲でのIRの立地実現に向け、国に対しカジノ管理委
員会規則やIRに関連する税制度などの早期設計、懸念事項対策
の充実・強化などについて、引き続き、国へ求めていく。

≪大阪・夢洲でのＩＲの立地実現≫

≪経済成長を支えるインフラ整備≫
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